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　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
前内閣官房参与　峰崎直樹
世界遺産登録、富士山の半世紀前の雄姿を思いだす
 久方ぶりに、うれしいニュースが舞い込んできた。富士山が、世界遺産に登録されることになったのだ。日本最高峰を誇り、その美しさはまことに見事である。初めて富士山を見たのは、今を遡る50年前の1963年3月1日、丁度大学受験のため広島発7時20分、東京行急行「宮島」号に乗って、浜松を過ぎ静岡に到着する前あたりのことだっただろう。やや薄暗くなりかけた空のなか、夕焼けに映える赤紫色をした雄大な富士山を見たとき、まさに息をのむ美しさに感動したことを覚えている。列車は4人掛けの普通席で、自分の前に座った乗客の方が、「こんなにきれいに富士山がみられるのは、きっといいことがある前兆ですよ。あなたの大学受験もきっと合格するでしょう」、とおっしゃっていただいたのを昨日のこととして覚えている。登山そのものに関心がなく、まだ自分では富士山に登ったこともないし、もう齢70歳近くなり、おそらく登ることもないであろうが、世界遺産になった富士山を何度か眺めることはできるに違いない。願わくは、50年前のあの赤紫色に輝いている富士山を、もう一度この目で見てみたい気がする。そして、富士山にむかって日本の社会が、今よりも良くなることを祈りたいものだ。
ちなみに、当時の広島・東京間は急行で12時間40分、汽車賃は学割で正規料金の約5割で960円、それに急行料金300円で、1300円余りで行けたのだが、翌年に新幹線ができたあたりから、特急料金や赤字になった国鉄による運賃値上げも相次ぎ、貧乏学生の身にはずいぶんこたえたことを覚えている。当時は普通の駅弁が100円、浜松のウナギ弁当が150円だったことを、何故か鮮明に覚えている。物価と言えば、年率10%近いインフレが当たり前で、今ではとても考えられないような値段だった。ちょっと、この通信にしては場違いな話だが、そういう時代もあったのだということを記録しておきたかった。
忘れてはならない現実、福島第一原発は危機の中にある
さて、アベノミクスの検討の前に、どうしても見逃せないことがあり、読者の皆さんに知っていただきたい。それは、福島第一原子力発電所の問題である。元外交官で、『戦後史の正体』というベストセラーを書かれた孫崎享氏の4月30日のツイッターを読んだら、同じく元外交官である村田光平元スイス大使の発言として、「福島第一の現状は国家的危機。東電によれば福島第一からは毎時1,000万ベクレルの放射線量の放出が今なお継続。この状態で危機感が欠如する現状は異常」と孫崎氏に連絡してこられたとのこと。
さらに、5月2日付北海道新聞朝刊の「聞く語る」欄で、国会事故調(正式名称・東京電力福島原子力発電所事故調査委員会)の元委員長黒川清東大名誉教授のインタビュー記事が飛び込んできた。
記者が、「福島第一では使用済み燃料プールの冷却が停止するなどトラブルが頻発しています。」と言う冒頭の質問に対して、
　「福島の危機はまだ去っていません。2004年に起きたスマトラ島沖地震はマグニチュード(M)9,1を記録したが翌年にも8,6が起きました。一度巨大地震があるとその周辺では大地震が10年ぐらい続くのです。それなのに4号機建屋上部には使用済み核燃料がまだ1,500本以上ある。建屋も水素爆発で脆弱になったまま。また地震が来て、冷却プールの水が漏れだしたら深刻です。一刻も早く取り出すべきです。これまでに取り出したのは未使用の2本だけで、残りは今年末というが、そんな余裕があるのでしょうか」
『国会事故調七つの提言』を実践する以外にない
以下、黒川元委員長の厳しい指摘が延々と続く中で、最後に国会事故調委員長が重責だった、という指摘に対して、次の黒川発言が鋭く読者に迫ってくる。
　「福島原発の事故が起きた8日後、独立委員会で調査しない限り、国際的な信用は回復しないと官邸などに提言しました。打診があった時、引き受けないわけにはいかなかった。私は医学が専門で原子力との関わりはなかったけれど、日本学術会議の会長をやった時にイギリスが牛海綿状脳症(BSE)問題を独立委員会で調査をしたのを知りました。イギリスは信用回復に20年も費やしたのです。国会事故調がすべての情報を世界に発信したのは、日本の信頼回復に欠かせないから。独立調査委員会というものが日本では初めてだと言ったら英国の官僚に『信じられない』と驚かれた。日本では長い間、三権分立が機能していなかったのです。国権の最高機関である国会による行政監視を機能させるには、国民が選挙に行かなければならない。『国会事故調の七つの提言を実現してください』と、議員に求める。つまり国民一人一人が役割を果たさなければならないのです」
まことに、重大な問題提起であり、国民一人一人が役割を果たしていかなければならないのだ。また、国会の果たす役割も重いものがある。ちなみに、『国会事故調の七つの提言』を、末尾に掲載しておきたい。
安倍総理は福島が危機にある現実を忘れてはならない
これだけの大問題にもかかわらず、安倍総理はトルコに出かけ、原発輸出の商談をまとめてきたのだが、その言い方に納得がいかない。記者会見で「中東諸国から日本の最高水準の技術と過酷な事故を経験した中での安全性への強い期待が寄せられた」と述べたと報道されている。東電福島第一原子力発電所という過酷事故を起こし、今なお毎時1,000万ベクレルの放射能を放出し続け、使用済み核燃料1,500本が不安定な建屋のプールで危険極まりない状態にあることを本当に認識されているのだろうか。ただ単なる先送りを決め込んで、見て見ぬふりをしているに過ぎないのではなかろうか。使用済みの核燃料の処理問題一つとってみても、国民から目をそらし続けていることを見失ってはなるまい。ましてや、トルコは地震国であり、福島のメルトダウンした事故の原因が、津波によるものなのかそれとも地震によるものなのか、未だに正確なことが解っていないではないか。それだけでも、無責任極まりないと思う。安倍総理は、もう一度『国会事故調の七つの提言』をじっくりと読み直してはいかがだろう。
茂木経産大臣、『国会事故調の七つの提言』に挑戦するのか
さらに、『国会事故調の七つの提言』に真っ向から挑戦する許せない発言が、茂木経済産業大臣から飛び出してきた。原発安全検証への新組織を立ち上げるのに、よりにもよって電力会社を中心に設立するという。茂木大臣は「安全性を事故等のリスクの確立によって評価することが重要」と発言しているようだが、「リスク」が確立できるのなら、原子力災害に対する民間保険会社が保険で持って対応できるわけで、リスクと言っても「テールリスク」が問題なのであり、不確実性こそが問題なのだ。このアイディアもアメリカがモデルのようだが、到底国民の納得が得られまい。
先週は、３日の憲法記念日もあり、憲法改正論議が喧しい。そうした中で、安倍総理は96条の改正からはじめようとしているのだが、改正論者の方からも「まるで裏口入学のようだ」といった批判など、96条からの改正は到底認められないといった批判も相次いでいる。憲法論議は、参議院選挙以降に本格化してくるのだろうが、まことに昨年の衆議院選挙の結果の重さが身に染みてくる今日この頃ではある。
アベノミクスについての検討は、次回に譲りたい。
『国会事故調の七つの提言』
1 国会に原子力問題に関する常設委員会等を設置して、規制当局の監視を行う
2 政府の危機管理体制の抜本的な見直しを行う
3 政府の責任で被災地の環境を長期的・継続的にモニターしながら住民の健康と安全を守り、生活基盤を回復する。
4 国会は事業者が規制当局に不当な圧力をかけることが無いように厳しく監視する。
5 高い独立性と透明性を持ち、電気事業者など利害関係者の関与を排除した新しい規制組織を設置する。
6 原子力法規制については、世界の最新の技術的知見などを踏まえ、国民の健康と安全を第一とする一元的な法体系を再構築する。
7 国会に独立した調査委員会を設け、民間の専門家が中心となって未解明の事故原因の究明、事故収束や廃炉プロセス、使用済み核燃料など国民生活に重大な影響のあるテーマについて調査、検討を行う。
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